
令和元年度　北海道青少年健全育成基本計画推進状況

H30予算額 R1予算額
(一般財源） (一般財源）

1
35,428 35,073

(35,428) (35,073)

2 H30 ○青少年の人権尊重啓発事業
 ・インターネット適正利用普及啓発講演会の開催
 ・インターネット、携帯電話の適正利用に関する有害情報対策啓発リーフレット等の作成

724 628

R1 ○青少年の人権尊重啓発事業
 ・インターネット適正利用普及啓発講演会の開催
 ・インターネット、携帯電話の適正利用に関する有害情報対策啓発リーフレット等の作成（小学6年生
配付用、一般用）

(0) (0)

3 H30 ○少子化対策圏域協議会の運営事業(地域における国､道の出先機関と市町村で構成)
 ・各圏域協議会単位での検討協議 14圏域で運営
 ・全道連絡会議の開催 1回開催

788 786

R1 ○少子化対策圏域協議会の運営事業(地域における国､道の出先機関と市町村で構成)
 ・各圏域協議会単位での検討協議 14圏域で運営
 ・全道連絡会議の開催 1回開催

(788) (786)

4
319,872 360,668

(319,872) (360,668)

5
2,595,575 2,801,789

(2,595,575) (2,801,789)

6 H30 ・家庭教育支援者（家庭教育ナビゲーター等）のネットワーク化による家庭教育支援の充実
・市町村において、家庭教育ナビゲーター養成（310人）及び資質向上研修会、学びカフェの実施 8,769 7,855

R1 ・家庭教育支援者（家庭教育ナビゲーター等）のネットワーク化による家庭教育支援の充実
・市町村において、家庭教育ナビゲーター養成及び資質向上研修会、学びカフェの実施 (4,826) (4,293)

7 H30 ・子どもたちの「望ましい生活習慣」定着のための取組を企画・運営する地域人材の育成を目的とした
地域指導者研修会の実施（56市町村）
・上記研修会を受講した地域指導者による「子ども・地域サポート事業」の実施（56市町村）
・「子ども・地域サポート事業」取組事例発表など成果普及ための全道フォーラムの実施（札幌市で開
催）

8,500 6,920

R1 ・子どもたちの「望ましい生活習慣」定着のための取組を企画・運営する地域人材の育成を目的とした
地域指導者研修会の実施
・上記研修会を受講した地域指導者による「子ども・地域サポート事業」の実施
・「子ども・地域サポート事業」取組事例発表など成果普及ための全道フォーラムの実施

(5,962) (4,920)

　

子ども・地域生活習慣向上プロ
ジェクト事業

学力・体力と相関関係にある基本的な生活習慣
の定着を図る。

教育庁 生涯学習課

本掲参照(72)

備　考

青少年健全育成促進費
  （青少年育成推進事業費補
助金）

  (公財)北海道青少年育成協会が行う青少年
健全育成の道民運動を促進するための経費に
対し助成する｡

本掲参照(53) 再掲 環境生活部

少子化対策推進事業費
（北海道子ども未来づくり推進
費）

  総合的かつ計画的に少子化対策を推進する
ため、第三期｢北の大地☆子ども未来づくり北海
道計画｣の円滑な推進を図るための体制整備と､
将来家庭や子どもを持つことが身近なこととなる
大学生に対し、少子化問題への意識の醸成を
図るための講義を実施する。

保健福祉部
子ども子育
て支援課

人権啓発推進事業費
（地域人権啓発活動活性化事
業）

  基本的人権の尊重とその擁護について､正しい
理解と人権思想の普及啓発を図るため､全道域
での啓発事業と市町村での地域事業に取り組
む｡ 環境生活部 道民生活課

家庭教育支援活動事業費
(地域人材による家庭教育支援
推進事業）

　家庭教育に関する保護者同士の相互学習が
促進される仕組みづくりのため、家庭教育ナビ
ゲーターを養成し、学びカフェを実施する。
　地域人材の力を活かしながら、家庭教育支援
者のネットワーク化を推進する。

教育庁

道民生活課

地域子ども・子育て支援事業
（放課後児童健全育成事業）

　放課後や週末等に児童が安心して生活できる
居場所を確保することにより、児童の健全な育
成を支援する。

地域子ども・子育て支援事業
（病児保育事業）
（延長保育事業）

  病児保育や延長保育を実施することで、安心
して子育てができる環境を整備する｡

本掲参照(82) 再掲 保健福祉部  
子ども子育
て支援課

再掲 保健福祉部  
子ども子育
て支援課

生涯学習課

基本方針： Ⅰ　青少年の豊かな人間性をはぐくむ環境づくり　　－　　施策の目標：１　青少年の豊かな人間性をはぐくむ家庭づくりの促進

番号 事        業       名 事      業      の      概      要 30年度実績(H30)、元年度実施予定(R1) 再掲 所管部局 課
主な
取組
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令和元年度　北海道青少年健全育成基本計画推進状況

H30予算額 R1予算額
(一般財源） (一般財源）

8
35,428 35,073

(35,428) (35,073)

9 H30  ・情報誌 年3回発行
 ・北海道男女平等参画チャレンジ賞の表彰 53 53

R1  ・情報誌 年3回発行
 ・北海道男女平等参画チャレンジ賞の表彰 (53) (53)

10 H30 ・北海道あったかファミリー応援企業登録制度（４８７企業）
・北海道なでしこ応援企業認定制度（２２８企業）
・北海道なでしこ応援企業の表彰（４社）
・北海道なでしこ応援企業表彰式の開催（１回）
・啓発用ハンドブックの作成(1,300部)

495 495

R1 ・北海道働き方改革推進企業認定制度
・北海道働き方改革推進企業の表彰及び表彰式の開催
・啓発用ハンドブックの作成・配付

(495) (495)

11 H30 ・協定締結企業数  　2,424社
・生活リズム向上の取組
・「家庭教育サポート企業だより」の発行（年６回）

0 0

R1 ・協定締結企業数  　2,425社（令和元年６月末）
・生活リズム向上の取組
・「家庭教育サポート企業だより」の発行（年６回）

(0) (0)

12 H30 ・企業に対するワンストップ相談機能の整備
　～来所・電話・電子メールなどによる相談対応、アドバイザー派遣等を実施。
　（企業からの相談件数 187件　（うち、アドバイザー派遣　40件）　出張相談会の開催　63回）
・「運輸業（乗合バス・貸切バス）」における改善策の策定
・「食料品製造業」における働き方改革の取組のポイントや方向性を整理した改革プランの作成及び普
及啓発セミナーの開催　2回（参加者22名）
・労働セミナーの開催　4回（参加者112名）
・企業等への働き方改革推進支援

37,727 －

R1 事業終了

(18,864) －

13

H30

・働き方改革に積極的に取り組む企業等の認定
（ホワイト認定483企業、ブロンズ認定　2企業、シルバー認定　　1企業、ゴールド認定　1企業）
・振興局職員を対象としたスキルアップ研修の実施
・優良事例集の作成（３,４００部）
・経営者向けフォーラムの開催（１回）

11,632 12,302

R1

・ハンズオン支援
　  働き方改革支援員及び振興局職員によるハンズオン支援
・優良事例の普及
　　優良事例集の作成
  　フォーラムの開催

(5,816) (6,151)

ゆとり推進費（誰もが働きやすい
職場環境づくり事業）

経済部 雇用労政課

　男女が共に「仕事と家庭の両立が可能な職場
環境」、「能力を発揮できる職場環境」の整備を
図るため、労使や一般住民に対する育児・介護
休業法等の法や制度の普及啓発を行う。

雇用労政課

本掲参照(53) 再掲 環境生活部

情報誌は予
算計上して

いない

基本方針： Ⅰ　青少年の豊かな人間性をはぐくむ環境づくり　　－　　施策の目標：１　青少年の豊かな人間性をはぐくむ家庭づくりの促進

環境生活部 道民生活課

青少年健全育成促進費
（青少年育成推進事業費補助
金）

  (公財)北海道青少年育成協会が行う青少年
健全育成の道民運動を促進するための経費に
対し助成する｡

道民生活課

男女平等参画社会づくり推進費
(男女平等参画社会づくり推進
事業費)

  男女平等参画社会形成の推進のため､情報誌
の発行など広報啓発活動を行うとともに、先駆
的な活動を行っている個人・団体等を顕彰する｡

課事        業       名 事      業      の      概      要 30年度実績(H30)、元年度実施予定(R1) 再掲 所 管 部 局 備　考

北海道家庭教育サポート企業
等制度

  家庭教育を支援するための職場環境づくりに
取り組む企業等が道教委教育長と協定を結び､
相互に連携し､家庭教育の一層の推進を図る｡

H30事業終了

教育庁 生涯学習課

就業環境改善支援事業費 　中小企業等の就業環境改善を促進するため、
働き方改革に取り組む企業の認定や地域企業
へのハンズオン支援、優良事例の普及に取り組
む。

経済部 雇用労政課

ほっかいどう働き方改革支援セ
ンター運営等事業費
（働き方改革支援センター運営
事業）

　企業の就業環境の改善などに係る包括的な
支援をワンストップで行う拠点として「ほっかいどう
働き方改革支援センター」を設置・運営し、企業
の就業環境の整備に係る相談に対応するととも
に、業界団体と連携して業種別の処遇改善策や
改革プランを作成するなど、働き方改革の取組
を推進する。

経済部

主な
取組

②
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令和元年度　北海道青少年健全育成基本計画推進状況

H30予算額 R1予算額
(一般財源） (一般財源）

14 H30 ・思春期保健ネットワーク推進事業 13保健所
・長期療養児療育指導事業　6保健所 2,476 1,917

R1 ・思春期保健ネットワーク推進事業 14保健所
・長期療養児療育指導事業　11保健所 (1,282) (982)

15 19,798 19,778

(19,798) (19,778)

16 410,261 444,022

(254,662) (266,535)

17 H30 実施日：週４回（火－金）　　　家庭教育相談　466件
2,722 2,722

R1 実施日：週４回（火－金）　　　家庭教育相談
(2,722) (2,722)

事      業      の      概      要 30年度実績(H30)、元年度実施予定(R1)

子ども子育
て支援課

母子保健対策事業費（女性と
子どもの健康支援対策事業費）
女性の健康サポートセンター事
業費

家庭児童相談室設置運営事業
費

  各総合振興局(振興局)に家庭相談員を配置
し､家庭における児童の諸問題についての相談を
受け付ける｡

本掲参照(80)

基本方針： Ⅰ　青少年の豊かな人間性をはぐくむ環境づくり　　－　　施策の目標：１　青少年の豊かな人間性をはぐくむ家庭づくりの促進

課

再掲 保健福祉部

備　考番号 事        業       名

保健福祉部
子ども子育
て支援課

教育庁 生涯学習課

家庭教育相談事業費

再掲 所 管 部 局

児童相談所及び一時保護所費   道立児童相談所及び一時保護所の維持運営
費 本掲参照(296) 再掲 保健福祉部

子ども子育
て支援課

③
 

家
庭
教
育
に
関
す
る
相
談
体
制
の
整
備
・
充
実

主な
取組

  家庭教育に関する不安や悩みを抱く親などに
対し､臨床心理士による専門性の高い面接相談
を実施する｡

  学校や市町村など思春期の青少年との関わり
を持つ地域関係者の連携を図り､相談体制の強
化と思春期の子どもの自己決定能力の育成を
図る健康教育を推進する｡また、疾病により長期
にわたり療養を必要とする児童に対して相談･指
導を行う。
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令和元年度　北海道青少年健全育成基本計画推進状況

H30予算額 R1予算額
(一般財源） (一般財源）

18 H30 ・栄養教諭が中心となり、学校を核として地域の生産者や関係機関等とも連携しつつ、学校においてよ
り実践的な食育を行うとともに、その活動に保護者も参画し、家庭における望ましい食生活の継続的な
実践にもつながる食育の実践モデルを構築する事業を実施
・学校給食の活用を通して、食品ロスの削減、地産地消の推進、伝統的食文化の継承などの社会的
な課題解決等に資する事業を実施
事業実施校：なし

12,281 12,537

R1 ・栄養教諭を中核として地域の生産者や関係機関・団体等と連携し、学校において実践的な食育を
推進するとともに、その活動に保護者も参画し、家庭における望ましい食生活の継続的な実践にもつ
ながる食育の実践モデルを構築する事業を実施
・学校給食の活用を通して、食品ロスの削減、地産地消の推進、伝統的食文化の継承、会計事務に
係る学校現場の負担軽減などの社会的な課題解決等に資する事業を実施
事業実施予定校：２校

(0) (0)

19 H30 食育推進ネットワークの開催：12回
どさんこ食育推進協議会の開催：1回
北海道食育推進優良活動表彰：1回
食育推進検討委員会の開催：1回

34,031 34,029

R1 食育推進ネットワークの開催：14回
どさんこ食育推進協議会の開催：1回
北海道食育推進優良活動表彰：1回
食育推進検討委員会の開催：1回

(2,524) (2,674)

20 H30 小中学校等からの要請に基づき実施：85回
0 0

R1 小中学校等からの要請に基づき実施予定
(0) (0)

21 H30 魚食習慣の普及や定着を図るため学校給食関係者等にＰＲや学校給食等へ道産水産物の導入を促
進する取り組みに対し支援する。
・学校給食向けの製品開発など魚食普及の取組に対し支援　［補助件数　5件］ 2,311 2,311

R1 魚食習慣の普及や定着を図るため学校給食関係者等にＰＲや学校給食等へ道産水産物の導入を促
進する取り組みに対し支援する。
・学校給食向けの製品開発など魚食普及の取組に対し支援 (2,311) (2,311)

22 H30 小学生児童を対象に、魚の流通についての座学、市場、量販店の見学や魚の調理方法などの教室を
開催。
［実施回数　3回］

0 0

R1 小学生児童を対象に、魚の流通についての座学、市場、量販店の見学、地引き網体験や魚の調理方
法などの教室を開催。 (0) (0)

事      業      の      概      要 課30年度実績(H30)、元年度実施予定(R1) 再掲 所 管 部 局

健康・体育課

水産経営課

道産水産物魚食普及推進事業
費

魚食文化の維持、発展に向けて、学校等給食
への導入や多様な魚食形態の創出を図ることに
より、減少を続ける魚介類の消費を回復させる。

④
 

食
育
等
の
普
及

  児童生徒に望ましい食習慣や自己管理能力
を身につけさせるための指導を行う栄養教諭を
配置し､食に関する指導を行う｡また､学校におけ
る食育を推進するため､栄養教諭が中心になっ
て､学校､家庭､地域の団体と連携･協力しながら
実践的な取組を推進する｡

教育庁

水産林務部　

備　考

基本方針： Ⅰ　青少年の豊かな人間性をはぐくむ環境づくり　　－　　施策の目標：１　青少年の豊かな人間性をはぐくむ家庭づくりの促進　

水産林務部　

主な
取組

どさんこ食育推進総合事業

水産経営課

農政部 食品政策課

新北海道らしい食育推進事業
どさんこ食育推進事業（R1～名
称変更）

　どさんこ食育推進プラン（北海道食育推進計
画（第３次））の効果的な推進に向け、道が取り
組む食育に関して助言する検討会を設置すると
ともに、優れた食育の担い手の表彰や食育推進
ネットワーク会議の開催などを通じ、地域の食育
の取組みに対する支援を行う。

もっと知って→もっと食べよう！
北海道のさかなたち
（非予算事業）

　水産業及び漁村に対する道民の理解を促進
するため、小中学生等を対象とした出前授業を
開催する。

水産林務部　 総務課

番号 事        業       名

見よう！知ろう！食べよう！こど
もおさかな教室
（赤レンガチャレンジ事業）

　将来の魚食文化を支えていく子どもたちを対象
として、北海道の漁業について学んでもらい、日
頃食べていいる魚の漁法や魚の食べ方など、自
らの目で見て、調理して食べてもらう取組を消費
者団体や生産者団体と連携し実施。
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令和元年度　北海道青少年健全育成基本計画推進状況

H30予算額 R1予算額
(一般財源） (一般財源）

23 H30 ・「『北方領土の日』ポスターコンテスト」（応募総数：６６６点）、「中学生作文コンテスト」（応募総数：１６
０点）「合唱コンサート」（参加校：１０校）を実施
・北方領土返還要求キャラバン事業を実施（実施箇所数：５箇所）
・後継者育成ステップアップ事業を実施（実施回数：１９回） 17,799 16,183

R1 ・「『北方領土の日』ポスターコンテスト」、「中学生作文コンテスト」、「合唱コンサート」を実施
・北方領土返還要求キャラバン事業を実施
・【廃止事業】後継者育成ステップアップ事業
・【新規事業】北方領土体験学習事業を実施
・【新規事業】北方領土サポーター活躍推進事業を実施

(17,799) (16,183)

24 H30 ・支部活動や後継者組織活動を通して、元居住者等の援護対策の推進（全道15支部で活動推進）
・返還要求運動の中心的役割を担う後継者の育成（北方領土問題現地青年の集い開催。参加者：
52名）
・北方領土問題への理解を図るための署名活動や各支部における地域活動（平成30年度署名数：
918,930人）
・返還要求運動推進のための国会への署名請願（署名請願数：約3,000,000名分）

31,941 29,999

R1 ・支部活動や後継者組織活動を通して、元居住者等の援護対策の推進
・返還要求運動の中心的役割を担う後継者の育成
・北方領土問題への理解を図るための署名活動や各支部における地域活動
・返還要求運動推進のための国会への署名請願

(31,941) (29,999)

25 H30 ・小中学生向け副読本の作成・配付
・幼児向け絵本等の作成・配付
・アイヌ文化活動アドバイザー派遣
・青少年による海外の先住民族との交流及び研修

323,669 303,109

R1 ・小中学生向け副読本の作成・配付
・幼児向け絵本等の作成・配付
・アイヌ文化活動アドバイザー派遣
・青少年による海外の先住民族との交流及び研修

(323,669) (303,109)

26 H30 ・地域環境学習普及事業【28事業】
　  各総合振興局（振興局）が主体となり、地域において市町村・環境保全活動団体等と連携して環
境学習会等を開催する。（環境パネル展、出前教室、リサイクル作品コンクール、自然教室、環境学
習ツアー等）
・地域環境学習講座（ｅcｏ－アカデミア）【10回派遣、546名参加】
　　道の環境保全施策に沿った環境学習講座を設置し、道と住民団体等が連携して実施する。各地
域の住民団体等が主体的に開催するものとし、道は内容調整のコーディネートやトレーナー（講師）の
派遣費用の負担により支援
･環境保全活動功労者表彰【1名4団体】
　　知事感謝状の贈呈

3,000

R1 ・地域環境学習普及事業
　  各総合振興局（振興局）が主体となり、地域において市町村・環境保全活動団体等と連携して環
境学習会等を開催する。（環境パネル展、出前教室、リサイクル作品コンクール、自然教室、環境学
習ツアー等）
・地域環境学習講座（ｅcｏ－アカデミア）
　　道の環境保全施策に沿った環境学習講座を設置し、道と住民団体等が連携して実施する。各地
域の住民団体等が主体的に開催するものとし、道は内容調整のコーディネートやトレーナー（講師）の
派遣費用の負担により支援
･環境保全活動功労者表彰
　　知事感謝状の贈呈

(3,000)

主な
取組

⑤
 

社
会
で
活
き
る
実
践
的
な
力
の
育
成

30年度実績(H30)、元年度実施予定(R1) 再掲 所 管 部 局 課事      業      の      概      要

環境保全対策推進費
（北海道環境保全基金事業）

  環境保全基金を活用し､地域における環境保
全などの各種普及啓発(地域環境学習事業)な
どを推進する｡

環境生活部

総務部 北方領土対策課

アイヌ民族文化財団事業費補
助金

  アイヌ文化の振興や理解の促進などに関する
事業を行う(公財)アイヌ民族文化財団（旧：アイ
ヌ文化振興・研究推進機構）の事業に要する経
費に対し、助成する｡

環境生活部 アイヌ政策課

環境政策課

  北方領土返還要求運動の推進及び援護対策
を行うため､連盟が行う署名活動､後継者育成､
千島会館の管理などに助成する｡

備　考

援護対策推進費（千島歯舞諸
島居住者連盟補助金）

総務部 北方領土対策課

基本方針： Ⅰ　青少年の豊かな人間性をはぐくむ環境づくり　　－　　施策の目標：２　心身の健やかな成長と生きる力をはぐくむ教育の推進

番号 事        業       名

返還要求運動費
（北方領土問題啓発事業）

  北方領土問題の早期解決に向けた外交交渉
を後押しするため､8月の｢返還要求運動強調月
間｣､2月7日の｢北方領土の日｣を中心に年間を
通して､道内各地で領土問題を啓発し､国民世
論の結集を図る｡また､将来的に啓発活動を担っ
ていく若い世代をターゲットに､今後の返還要求
運動の後継者の育成などを行う｡
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令和元年度　北海道青少年健全育成基本計画推進状況

H30予算額 R1予算額
(一般財源） (一般財源）

27
296,039 283,402

(294,517) (282,318)

28 H30 ・生徒の学習内容の定着状況を把握するための学力テストの作成・実施（学力テスト参加校：公立高
校全日制・定時制のべ227校）
・生徒の能力・進路等に応じて設定した３つのモデルごとの教科別教材の開発・活用（作成した教材を
ウェブページで公開）
・ハイレベル学習セミナー（高校１年生101名参加）、授業実践講座（教員525名参加）の開催

6,870 6,610

R1 ・生徒の学習内容の定着状況を把握するための学力テストの作成・実施
・総合的な探究の時間推進プロジェクトの実施
・授業改善セミナー（教員対象）の開催
・探究活動キャンプ（生徒対象）、アドバンスト学習キャンプ（生徒対象）の開催

(6,870) (6,610)

29 H30 ・グローバル人材育成キャンプの実施（高校生97名参加）
2,936 2,556

R1 ・グローバル人材育成キャンプの実施
(2,936) (2,556)

30 H30 ・外国語指導力向上研修講座（小・中・高　各３日間）
・ＴＥＦＬ理論と実践研修講座（小・中・高　各３日間）
・小学校教員英語力アップ夏季集中セミナー（８日間）
・外国語指導助手（ALT）等の指導力向上研修（札幌ほか２会場２日間）
・グローバル化に対応した英語指導力向上研修（３日間　３３会場）

15,609 9,781

R1 ・外国語教育充実研修（小・中　各３日間）
・外国語教育に求められる実践的指導力向上研修（小・中・高　各３日間）
・外国語指導助手（ALT）等の指導力向上研修（札幌ほか２会場２日間）
・グローバル化に対応した英語指導力向上研修（３日間　３０会場） (15,609) (9,781)

31

302,904 302,983

(302,904) (302,983)

32 H30 ・北方領土対策本部との連携による外部講師の招聘やアイヌ教育相談員を活用した授業の実施
・本道の自然や文化、観光産業などの教育資源を活用した実践や体験施設先を活用した教育活動
の実施
・「北海道ふるさと教育指導プログラム」や、指導資料「アイヌの人たちの歴史・文化等に関する学習の
一層の充実に向けて」等を活用した事業成果の周知及び普及
・「北海道みんなの日」を中心に、北海道版道徳教材「きた　ものがたり」等を活用した、地域の歴史や
文化等を学ぶ授業の実施

2,449 2,023

R1 ・北方領土対策本部との連携による外部講師の招聘やアイヌ教育相談員を活用した授業の実施
・本道の自然や文化、観光産業などの教育資源を活用した実践や体験施設先を活用した教育活動
の実施
・「北海道ふるさと教育指導プログラム」や、指導資料「アイヌの人たちの歴史・文化等に関する学習の
一層の充実に向けて」等を活用した事業成果の周知及び普及
・「北海道みんなの日」を中心に、北海道版道徳教材「きた　ものがたり」等を活用した、地域の歴史や
文化等を学ぶ授業の実施

(2,449) (2,023)

基本方針： Ⅰ　青少年の豊かな人間性をはぐくむ環境づくり　　－　　施策の目標：２　心身の健やかな成長と生きる力をはぐくむ教育の推進

語学指導等外国青年招致事業
費

  国際化に対応する人材育成を図るため､高等
学校等における英語教育の充実､国際交流の進
展を図ることを通じて､国際理解教育を促進す
る｡

本掲参照(194) 再掲 教育庁 高校教育課

⑤
 

社
会
で
活
き
る
実
践
的
な
力
の
育
成

主な
取組

英語指導力向上推進事業費 　小学校英語担当教員や中学校・高等学校等
に英語教員の英語力・指導力向上を目的とする
研修を行う。

教育庁
教育環境
支援課

北海道グローバル人材育成
キャンプ事業費

教育庁
義務教育
課　　（指
導）

情報システム推進費   安全で快適な学校のＩＴ活用環境を整備し､児
童･生徒の情報活用能力の育成を図るため､全
ての道立学校と道立教育研究所等との間を光
ファイバーで結ぶ教育用イントラネットを運営す
る｡

本掲参照(278)

未来を切り拓く資質・能力を育
む高校教育推進事業費

　国際社会に対応できる英語力や国際理解能
力を備えた人材の育成を図るため、グローバル
人材育成キャンプを実施する。 教育庁 高校教育課

　新学習指導要領の実施に向け、生徒が未来
社会を切り拓くための資質・能力を育成するた
め、生徒に求められる資質・能力とは何かを社
会と共有し連携する「社会に開かれた教育課
程」の実現を図る。 教育庁 高校教育課

所 管 部 局 課 備　考

北海道ふるさと教育推進事業 　総合的な学習の時間におけるいて、「アイヌの
人たちの歴史・文化」と「北方領土」の学習を取り
上げたり、北海道の自然や文化、観光産業等の
教育資源を活用したりすることにより、北海道に
ついての理解を深め、郷土に対する愛着や誇り
を育むふるさと教育・観光教育の充実を図る。

再掲

教育庁

総合政策
部

教育環境
支援課

情報政策
課

30年度実績(H30)、元年度実施予定(R1) 再掲番号 事        業       名 事      業      の      概      要

予算は情報
政策課要求
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令和元年度　北海道青少年健全育成基本計画推進状況

H30予算額 R1予算額
(一般財源） (一般財源）

33 H30 ・組織力強化会議の開催
　（組織的な検証改善サイクルの確立に向け、全国学力・学習状況調査の分析・活用方法等に関す
る会議の開催を、全道14管内で実施）
・ほっかいどうチャレンジテストの実施
　（国語、算数・数学、理科、社会の基礎・基本の定着のため、道独自の問題を年６回作成し、全ての
学校に配信）
・授業改善等支援事業
　（全道19地域、41小・中学校を指定し、各管内の学力向上の課題等を解決するため、地域や学校
の実情に応じた集中的・継続的な支援を行う）
・ミドルリーダー指導力向上研修会
　（児童生徒に確かな学力を身に付けさせる授業改善の視点等についての研修会の開催を、全道14
管内を４ブロックに分けて実施）
・小中一貫教育支援事業
　（全道15地域38校を指定し、小・中学校９年間を通じた教育課程の編成・実施等、地域の実情に応
じた小中一貫教育の導入及び円滑な実施への取組の支援を行う）
・子どもの学力・生活習慣改善研修会
　（全道14管内で研修会を開催し、子どもたちが社会で自立して生きていくために必要な学力・体力や
望ましい生活習慣の確立の重要性について、保護者、地域住民、学校及び教育委員会等が共通理
解を深める）

29,501 (30,934)

R1 ・組織力強化会議の開催
　（組織的な検証改善サイクルの確立に向け、全国学力・学習状況調査の分析・活用方法等に関す
る会議の開催を、全道14管内で実施）
・ほっかいどうチャレンジテストの実施
　（国語、算数・数学、理科、社会、英語の基礎・基本の定着のため、道独自の問題を年６回作成し、
全ての学校に配信）
・授業改善等支援事業
　（全道19地域、41小・中学校を指定し、各管内の学力向上の課題等を解決するため、地域や学校
の実情に応じた集中的・継続的な支援を行う）
・ミドルリーダー指導力向上研修会
　（児童生徒に確かな学力を身に付けさせる授業改善の視点等についての研修会の開催を、全道14
管内を４ブロックに分けて実施）
・小中一貫教育支援事業
　（全道13地域30校を指定し、小・中学校９年間を通じた教育課程の編成・実施等、地域の実情に応
じた小中一貫教育の導入及び円滑な実施への取組の支援を行う）
・子どもの学力・生活習慣改善研修会
　（全道14管内で研修会を開催し、子どもたちが社会で自立して生きていくために必要な学力・体力や
望ましい生活習慣の確立の重要性について、保護者、地域住民、学校及び教育委員会等が共通理
解を深める）

(29,501) (30,934)

H30 4,694

34

R１

【授業改善推進プロジェクト】（推進校：14校）
・授業改善推進プロジェクト研究協議会（７月・12月実施予定）
・推進校による授業公開
【ハンドブック作成プロジェクト】
・ハンドブック作成委員会（7月・12月実施予定）
・パフォーマンステストハンドブックの作成・Web掲載（３月掲載予定）

(4,694)

基本方針： Ⅰ　青少年の豊かな人間性をはぐくむ環境づくり　　－　　施策の目標：２　心身の健やかな成長と生きる力をはぐくむ教育の推進

番号

本道の児童生徒の学力向上のため、一層の学
力向上が望まれる地域への集中的支援などを
行う。

備　考
主な
取組

教育庁　

教育庁
義務教育
課

ほっかいどう学力向上推進事業

事        業       名 事      業      の      概      要 30年度実績(H30)、元年度実施予定(R1) 再掲 所 管 部 局 課

義務教育
課　　（学
力）

ほっかいどう学力向上推進事
業（英語力の向上支援）

新学習指導要領の実施を踏まえ、中学校教師
の英語力及び指導力の向上や、生徒の英語力
の向上に向けた環境整備を支援する。

R1新規

⑤
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令和元年度　北海道青少年健全育成基本計画推進状況

H30予算額 R1予算額
(一般財源） (一般財源）

35 35,428 35,073

(35,428) (35,073)

36 H30 スポーツ体験教室等の開催
　1３回 2,334 2,369

R1 スポーツ体験教室等の開催
　３回 (470) (475)

37 H30 ・道徳教育の全体計画の作成の在り方等、学校全体で取り組む道徳教育の推進について理解を図る
ための、道徳教育推進教師等を対象とした研修会の開催（14管内）
・「特別の教科　道徳」の実施に向け、「考え、議論する道徳」への転換に向けた授業改善や教科書の
使用を位置付けた指導計画の改善について指導助言（推進校：小・中28校）
・家庭や地域と連携した道徳教育に関する先進事例の収集と提供（家庭における望ましい学習時間や
睡眠時間などの目安を示した普及啓発資料の作成・配付）
・多様な専門分野の著名人を非常勤講師とした道徳の授業の実施（講師22名、14管内、延べ50校）
・ふるさとへの関心や愛着、誇りを育むための北海道独自の道徳教材の作成及び活用（「北海道版道
徳教材『きた　ものがたり』実践事例集」の作成、Ｗｅｂページ掲載）

72,771 60,003

R1 ・多様な専門分野の著名人を外部講師とした道徳の授業の実施
・学校や家庭、地域における児童生徒の道徳性の育成に関する情報交換など、保護者や地域住民が
参加する協議会の実施
・道徳教育推進校や各管内の道徳教育推進教師を対象とした研修会の開催
・本道の児童生徒の自尊感情や規範意識を醸成する道徳教育に係る指導資料の作成
・道徳教育の全体計画の見直しや全体計画の別葉の活用、道徳科の年間指導計画の見直しによる
計画的、発展的な指導の充実について指導助言

(0) (0)

38
12,281 12,537

(0) (0)

39 H30 ・高校生学校安全推進事業
　　道立学校で実施 199校 2,868 2,829

R1 ・高校生学校安全推進事業
　　道立学校で実施 195校 (1,567) (1,542)

40 H30 ・北海道実践的安全教育モデル構築事業
　　防犯教育、交通安全教育、防災教育の実践的安全教育モデルの構築・普及 12,203 12,203

R1 ・北海道実践的安全教育モデル構築事業
　　防犯教育、交通安全教育、防災教育の実践的安全教育モデルの構築・普及 (0) (0)

41
H30

　石狩、渡島、留萌、オホーツク、釧路の５管内でフォーラムを実施
1,908 1,655

R1
　後志、胆振、檜山、上川、根室の５管内でフォーラムを実施予定

(1,908) (1,655)

主な
取組

⑥
 

豊
か
な
心
と
健
や
か
な
体
の
育
成

学校安全対策費   高校生の自主的な学校安全活動を促進し､交
通事故の防止､防犯･防災に対する意識の高揚
を図る｡ 教育庁　

生徒指導・
学校安全
課

どさんこ食育推進総合事業   児童生徒に望ましい食習慣や自己管理能力
を身につけさせるための指導を行う栄養教諭を
配置し､食に関する指導を行う｡また､学校におけ
る食育を推進するため､栄養教諭が中心になっ
て､学校､家庭､地域の団体と連携･協力しながら
実践的な取組を推進する｡

本掲参照(18) 再掲 教育庁　 健康・体育課

基本方針： Ⅰ　青少年の豊かな人間性をはぐくむ環境づくり　　－　　施策の目標：２　心身の健やかな成長と生きる力をはぐくむ教育の推進　

番号 事        業       名

環境生活部
スポーツ振
興課

備　考

青少年健全育成促進費
（青少年育成推進事業費補助
金）

  (公財)北海道青少年育成協会が行う青少年
健全育成の道民運動を促進するための経費に
対し助成する｡

本掲参照(53)

道徳教育の抜本的改善・充実
に係る支援事業

スポーツ振興事業費
（スポーツ王国北海道事業費）

　本道ゆかりのスポーツ選手等を講師に迎え、
五輪種目や冬季種目を中心とした体験型教室
を開催する。

事      業      の      概      要 30年度実績(H30)、元年度実施予定(R1) 再掲 所 管 部 局 課

　学習指導要領に基づいた道徳教育の質の向
上とその一層の充実を図るため、本道の道徳教
育に関する課題に対する取組を行い、本道の道
徳教育の推進を図る。

教育庁　
義務教育
課　　（指
導）

再掲 環境生活部 道民生活課

防災教育推進事業費 　学校の安全管理の充実・徹底を図るため、防
災教育や安全教育の指導方法の開発・普及及
び専門家による指導・助言等を実施し、「北海道
実践的安全教育モデル」を構築して、学校にお
ける安全教育・安全管理の一層の充実を図る。

地域人材との連携による子ども
の読書活動推進事業費

　地域人材と連携して読書活動における取組を
充実させるとともに、学校図書館の環境を整備
し、子どもの読書活動の推進を図る。

教育庁 生涯学習課

教育庁
生徒指導・
学校安全
課
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令和元年度　北海道青少年健全育成基本計画推進状況

H30予算額 R1予算額
(一般財源） (一般財源）

42 H30 ・性教育や薬物乱用防止教育に関する保護者､関係機関等を交えた協議と､教職員の専門的指導力
の向上を図る実践的研修
  　　開催期日:平成30年10月29日
  　　開催場所:札幌市
  　　参加:90人（小､中､高等学校の教職員（69人）､PTA（１人）、保健福祉事務所職員（５人）、その
他　（１5人））

995 995

R1 ・性教育や薬物乱用防止教育に関する保護者､関係機関等を交えた協議と､教職員の専門的指導力
の向上を図る実践的研修
  　　開催期日:令和元年（2019年）12月予定
  　　開催場所:札幌市
  　　参加対象:小､中､高等学校の教職員､PTA、保健福祉事務所職員　等

(609) (609)

43 H30 ・北海道子ども読書応援団推進事業
・読書応援団への登録と登録した応援団への情報提供
・応援団と支援希望市町村等とのコーディネート

0 0

R1 ・北海道子ども読書応援団推進事業
・読書応援団への登録と登録した応援団への情報提供
・応援団と支援希望市町村等とのコーディネート

(0) (0)

44 H30 ○文化芸術による子供の育成事業
　　・派遣事業　　75校、　・巡回公演事業　　32公演
    ・児童生徒のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力の育成に資する芸術表現体験事業
　
○北海道巡回小劇場
　  ・音楽　                    9公演
　  ・児童劇  　               3公演
    ・ﾐｭｰｼﾞｶﾙ　　             5公演
　  ・人形劇                   0公演
    ・伝統・古典芸能　　    5公演

3,213 2,778

R1 ○文化芸術による子供の育成事業
　　・派遣事業　　94校、　・巡回公演事業　　24公演
    ・児童生徒のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力の育成に資する芸術表現体験事業
　
○北海道巡回小劇場
　  ・音楽　                    4公演
　  ・児童劇  　               2公演
    ・ﾐｭｰｼﾞｶﾙ　　             5公演
　  ・人形劇                   2公演
    ・伝統・古典芸能　　     6公演

(3,213) (2,778)

基本方針： Ⅰ　青少年の豊かな人間性をはぐくむ環境づくり　　－　　施策の目標：２　心身の健やかな成長と生きる力をはぐくむ教育の推進　

主な
取組

⑥
 

豊
か
な
心
と
健
や
か
な
体
の
育
成

番号 課

子ども読書応援団推進事業   地域における読書ボランティア（応援団）の活
動の機会を広げるとともに取組状況を紹介し、全
道一円で子どもの読書活動を推進する。

教育庁 生涯学習課

健康・体育課

性教育研究協議会兼薬物乱用
防止教育研究協議会費

  教職員に対し､性や薬物に関する正しい知識を
身に付けさせ､指導力の向上を図るとともに､保
護者や関係機関などの参加者を交えて､性教
育･薬物乱用防止教育の地域ぐるみの取組を推
進する｡

教育庁

備　考事        業       名 事      業      の      概      要 30年度実績(H30)、元年度実施予定(R1) 再掲 所 管 部 局

青少年芸術劇場費   本物の芸術にふれる喜びや感動を与え､豊か
な創造性や情操の涵養を図るため､青少年に優
れた舞台芸術の鑑賞機会を提供する｡

教育庁 生涯学習課

- 10 -



令和元年度　北海道青少年健全育成基本計画推進状況

H30予算額 R1予算額
(一般財源） (一般財源）

45 H30 　後志、胆振、檜山、上川、根室の５管内で研修会を実施
1,007 895

R1 　空知、日高、宗谷、十勝の４管内で研修会を実施予定
(1,007) (895)

46 H30 ○学校評議員等を全道立学校に設置し､会議等を開催
  　・学校や地域の実情に応じ､保護者､自治会等関係者､同窓会関係者及び社会
　　教育関係者等により構成
○道立高校における学校評議会等（学校運営協議会）の設置
　　・学校評議会を新規5校に設置

2,042 2,051

R1 ○学校評議員等を全道立学校に設置し､会議等を開催
  　・学校や地域の実情に応じ､保護者､自治会等関係者､同窓会関係者及び社会
　　教育関係者等により構成
○道立高校における学校評議会等（学校運営協議会）の設置 (2,042) (2,051)

47 H30 ･道教委が計画する研修の実施。
  　基本研修(キャリアステージに応じた研修）
　　教育課題研修（今日的な教育課題に関する研修）
　　専門研修（教科指導や生徒指導などの専門性を高める研修）等

348,029 303,843

R1 ･道教委が計画する研修の実施。
  　基本研修(キャリアステージに応じた研修）
　　教育課題研修（今日的な教育課題に関する研修）
　　専門研修（教科指導や生徒指導などの専門性を高める研修）等

(348,029) (303,843)

主な
取組

基本方針： Ⅰ　青少年の豊かな人間性をはぐくむ環境づくり　　－　　施策の目標：２　心身の健やかな成長と生きる力をはぐくむ教育の推進

番号 事        業       名 事      業      の      概      要 30年度実績(H30)、元年度実施予定(R1) 再掲 課 備　考

学校・地域連携推進事業費   学校を地域社会において､より一層開かれたも
のとするため､学校評議員等を置き､各学校が創
意工夫し､地域に根差したよりよい学校づくりを図
る｡

教育庁 高校教育課

学校図書館活用促進事業 　学校全体での計画的な学校図書館の活用を
図るため、学校図書館を活用した効果的な授業
づくりのための研修会を実施する。

教育庁 生涯学習課

所 管 部 局

教職員計画研修   教職員に対する各種研修を行い､資質の向上
を図る｡（初任段階教員研修、中堅教諭等資質
向上研修､新任管理職研修、教育課程改善協
議会等）

教育庁
教育環境
支援課
ほか

⑦
 

信
頼
さ
れ
る
学
校
づ
く
り
の
推
進
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令和元年度　北海道青少年健全育成基本計画推進状況

H30予算額 R1予算額
(一般財源） (一般財源）

48 H30 ・いじめ等対策本部費
 　 いじめ問題対策連絡会議の開催
・教育カウンセリング推進事業費
  　教育相談員セミナーの実施　実施箇所未定
　　スクールカウンセラー活用事業の実施（通年型配置）　732校、教育カウンセリングＩＣＴ活用事業の
実施
・スクールソーシャルワーカー活用事業
  　委託実施 　市町村数33、道教委任用者の道立学校等への派遣
・児童生徒ネットコミュニケーション見守り活動事業
　　ネットパトロールの実施（年4巡回）、不適切な書き込み等の監視、危険なサイトの定点監視、指導
者養成研修の実施、教師向け事例集・保護者向けリーフレットの掲載、配布
・ＳＮＳを活用した相談体制の構築に向けた調査研究事業
　ＳＮＳ相談の実施（道立高校生を対象）、相談体制の効果的なあり方を検証

214,604 210,805

R1 ・いじめ等対策本部費
 　 いじめ問題対策連絡会議の開催
・教育カウンセリング推進事業費
  　教育相談員セミナーの実施　実施箇所未定
　　スクールカウンセラー活用事業の実施（通年型配置）　1,213校、教育カウンセリングＩＣＴ活用事業
の実施
・スクールソーシャルワーカー活用事業
  　委託実施 　市町村数33、道教委任用者の道立学校等への派遣
・児童生徒ネットコミュニケーション見守り活動事業
　　ネットパトロールの実施（年4巡回）、不適切な書き込み等の監視、危険なサイトの定点監視、指導
者養成研修の実施、教師向け事例集・保護者向けリーフレットの掲載、配布
・ＳＮＳを活用した相談体制の構築事業
　ＳＮＳ相談の実施（道立高校生を対象）、相談体制の効果的なあり方を検証

(142,560) (142,525)

49 H30 ・高校生ステップアップ・プログラム
  　 不登校や中途退学の予防･未然防止のため､高校生の人間関係を形成する力やコミュニケーショ
ン能力の育成を図る取組｡(道立高校、22校)

9,931 8,947

R1 ・高校生ステップアップ・プログラム
  　 不登校や中途退学の予防･未然防止のため､高校生の人間関係を形成する力やコミュニケーショ
ン能力の育成を図る取組｡(道立高校、19校)

(0) (0)

50 H30 ・中1ギャップ問題未然防止事業(15中学校区)
・児童生徒仲良しコミュニケーション活動奨励事業
   　どさんこ☆子ども全道サミット（全道１回）
   　どさんこ☆子ども地区会議（14管内）

4,014 4,014

R1 ・中1ギャップ問題未然防止事業(15中学校区)
・児童生徒仲良しコミュニケーション活動奨励事業
   　どさんこ☆子ども全道サミット（全道１回）
   　どさんこ☆子ども地区会議（14管内）

(0) (0)

H30 ・子ども相談支援センターの設置
　24時間体制の電話相談の実施
　相談窓口紹介カード、リーフレットの作成・配布
　関係機関との連携や専門家の派遣等による問題解決支援

21,213 21,529

R1 ・子ども相談支援センターの設置
　24時間体制の電話相談の実施
　相談窓口紹介カード、リーフレットの作成・配布
　関係機関との連携や専門家の派遣等による問題解決支援

(16,421) (16,663)

51

主な
取組

問題を抱える子ども等の自立支
援事業

 　いじめ、不登校、暴力行為、高校中退などの
課題に対する未然防止、早期発見・早期対応に
つながる効果的な取組について調査研究を行
う。 教育庁

生徒指導・
学校安全
課

備　考

いじめ等対策総合推進事業費  　いじめや不登校等の問題を抱えた児童生徒
の早期発見や、早期の課題解決を図る。

教育庁
生徒指導・
学校安全
課

基本方針： Ⅰ　青少年の豊かな人間性をはぐくむ環境づくり　　－　　施策の目標：２　心身の健やかな成長と生きる力をはぐくむ教育の推進　

番号 事        業       名 事      業      の      概      要 30年度実績(H30)、元年度実施予定(R1) 再掲 所 管 部 局 課

子どもの人間関係づくり推進費  　児童生徒の好ましい人間関係等をはぐくみ、
いじめ・不登校等の未然防止を図る。

教育庁
生徒指導・
学校安全
課

子ども相談支援センター事業費 いじめや不登校、体罰など、学校等で生じる問
題について、子どもや保護者から直接相談を受
けて問題解決につなげる支援を行う子ども相談
支援センターを設置する。

教育庁
生徒指導・
学校安全
課

⑧
 
い
じ
め
対
策
等
の
推
進
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令和元年度　北海道青少年健全育成基本計画推進状況

H30予算額 R1予算額
(一般財源） (一般財源）

52 H30 ･防犯に関するリーフレット等の作成･配布(リーフレット：２４，０００部)
･全道推進会議(１回)及びネットワーク交流会(３地区)の開催
･防犯活動推進地区(３地区)指定
･表彰(４団体)の実施

1,388 1,317

R1 ･防犯に関するリーフレット等の作成･配布
･全道推進会議及びネットワーク交流会の開催
･防犯活動推進地区指定
･表彰の実施

(1,388) (1,317)

53 H30 ◎本道における青少年育成運動の中核である（公財）北海道青少年育成協会（以下 「育成協」とい
う。）の事業実施に必要な経費に対して支援
○青少年育成住民運動促進事業
 ・青少年育成運動を地域総ぐるみ運動として普及するための中核的推進者として北海道青少年育成
運動推進指導員を設置（人数：238人）
 ・道と育成協の共催により、青少年育成地域合同会議を14総合振興局（振興局）で開催し道から直
接管内各市町村へ道の施策等を説明
○環境づくり実践活動推進事業
 ・青少年育成運動の一層の広がりを目指し、関係者が一同に会す場として北海道青少年育成大会を
開催
 ・青少年の育成に携わっている関係者を対象に、運動の現状や課題等について議論する青少年育
成運動活性化研究協議会を開催
 ・明るい家庭づくり道民運動の一環としている「道民家庭の日」のイメージキャラクターを活用し民間企
業等が主催する各種イベントに参加し普及啓発をはかり、絵画コンクールの実施と入賞作品展の開催
（道庁　「道民ﾎｰﾙ」、札幌駅前通地下広場、入賞者所在振興局）
○青少年社会参加促進事業
・地域の活性化、地域の元気を生み出す契機となるような青少年の活動である「青年活動元気づくり
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」に対し、事業を採択し助成
 ・地域の青年活動におけるリーダーを養成し、地域活動の活性化を図るため、関係団体と連携して
「青年活動元気づくり実践セミナー」を実施

35,428 35,073

R1 ◎本道における青少年育成運動の中核である（公財）北海道青少年育成協会（以下 「育成協」とい
う。）の事業実施に必要な経費に対して支援
○青少年育成住民運動促進事業
 ・青少年育成運動を地域総ぐるみ運動として普及するための中核的推進者として北海道青少年育成
運動推進指導員を設置（人数：238人）
 ・道と育成協の共催により、青少年育成地域合同会議を14総合振興局（振興局）で開催し道から直
接管内各市町村へ道の施策等を説明
○環境づくり実践活動推進事業
 ・青少年育成運動の一層の広がりを目指し、関係者が一同に会す場として北海道青少年育成大会を
開催
 ・青少年の育成に携わっている関係者を対象に、運動の現状や課題等について議論する青少年育
成運動活性化研究協議会を開催
 ・明るい家庭づくり道民運動の一環としている「道民家庭の日」のイメージキャラクターを活用し民間企
業等が主催する各種イベントに参加し普及啓発をはかり、絵画コンクールの実施と入賞作品展の開催
（道庁　「道民ﾎｰﾙ」、札幌駅前通地下広場、入賞者所在振興局）
○青少年社会参加促進事業
・地域の活性化、地域の元気を生み出す契機となるような青少年の活動である「青年活動元気づくり
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」に対し、事業を採択し助成
 ・地域の青年活動におけるリーダーを養成し、地域活動の活性化を図るため、関係団体と連携して
「青年活動元気づくり実践セミナー」を実施

(35,428) (35,073)

主な
取組

⑨
 

地
域
ぐ
る
み
の
青
少
年
育
成
活
動
の
促
進

青少年健全育成促進費
（青少年育成推進事業費補助
金）

  (公財)北海道青少年育成協会が行う青少年
健全育成の道民運動を促進するための経費に
対し助成する｡

環境生活部 道民生活課

備　考

地域安全推進事業費（犯罪の
ない安全で安心な地域づくり推
進事業費）

  北海道犯罪のない安全で安心な地域づくり条
例に基づき､犯罪のない安全で安心な地域づくり
を推進するため､体制の整備や関係機関をはじ
め広く道民に広報･啓発活動を行い､誰もが安全
で安心して暮らせる地域社会を実現するため､
道民意識の高揚を図る｡

環境生活部 道民生活課

基本方針： Ⅰ　青少年の豊かな人間性をはぐくむ環境づくり　　－　　施策の目標：３　地域ぐるみで青少年を育てる環境づくりの促進　

番号 事        業       名 事      業      の      概      要 30年度実績(H30)、元年度実施予定(R1) 再掲 所 管 部 局 課
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令和元年度　北海道青少年健全育成基本計画推進状況

H30予算額 R1予算額
(一般財源） (一般財源）

54 H30 ・青少年非行防止、被害防止及び健全育成に関する啓発リーフレットの作成、配付
・少年の主張大会の開催(14振興局管内大会及び全道大会）
・条例遵守の徹底のため、カラオケボックス等各種店舗への立入調査を実施
　（長期休業期間中や 7月､11月の非行防止月間等に重点的に実施）
・有害興行、有害図書の指定

2,464 2,391

R1 ・青少年非行防止、被害防止及び健全育成に関する啓発リーフレットの作成、配付
・少年の主張大会の開催(14振興局管内大会及び全道大会）
・条例遵守の徹底のため、カラオケボックス等各種店舗への立入調査を実施
　（長期休業期間中や 7月､11月の非行防止月間等に重点的に実施）
・有害興行、有害図書の指定

(2,464) (2,391)

55
1,062 1,047

(1,062) (1,047)

56 H30 全道１４総合振興局及び振興局に配置（委嘱期間H30.4.1～H31.3.31)
 (1)市町村における青少年対策の総合的推進
 (2)市町村青少年問題協議会の育成及び活動の総合的推進に関すること
 (3)青少年育成道民運動の促進に関すること

12,921 12,921

R1 全道１４総合振興局及び振興局に配置（委嘱期間H31.4.1～R2.3.31)
 (1)市町村における青少年対策の総合的推進
 (2)市町村青少年問題協議会の育成及び活動の総合的推進に関すること
 (3)青少年育成道民運動の促進に関すること

(12,921) (12,921)

57 H30 ・「北海道社会貢献賞(青少年健全育成功労者)｣
     長年にわたり､青少年の健全育成指導､非行青少年の善導･更生等、青少年のための環境作りの
推進を実践し､顕著な功績を残した青少年健全育成功労者を表彰する。（13名）

53 53

R1 ・「北海道社会貢献賞(青少年健全育成功労者)｣
     長年にわたり､青少年の健全育成指導､非行青少年の善導･更生等、青少年のための環境作りの
推進を実践し､顕著な功績を残した青少年健全育成功労者を表彰する。（14名）

(53) (53)

58

788 786

(788) (786)

59 H30 ○家庭や企業等への普及啓発
    ・道､道教委ホームページ、メールマガジンによる広報活動
○道教委や民間協賛事業等における取組(10-11月)
    ・美術館､青少年教育施設等における体験活動や教育講演会の実施
    ・全道の市町村や学校に働きかけ､各種協賛事業の実施

0 0

R1 ○家庭や企業等への普及啓発
    ・道､道教委ホームページ、メールマガジンによる広報活動
○道教委や民間協賛事業等における取組(10-11月)
    ・美術館､青少年教育施設等における体験活動や教育講演会の実施
    ・全道の市町村や学校に働きかけ､各種協賛事業の実施

(0) (0)

60
2,868 2,829

(1,567) (1,542)

基本方針： Ⅰ　青少年の豊かな人間性をはぐくむ環境づくり　　－　　施策の目標：３　地域ぐるみで青少年を育てる環境づくりの促進　

主な
取組

⑨
 

地
域
ぐ
る
み
の
青
少
年
育
成
活
動
の
促
進

番号 事        業       名 事      業      の      概      要 30年度実績(H30)、元年度実施予定(R1) 再掲 所 管 部 局 課 備　考

青少年健全育成促進費
（非行防止特別対策事業）

  北海道青少年健全育成条例の遵守徹底と青
少年に有害な環境の浄化を図るため､行政と地
域住民との協働による有害環境浄化活動を推
進する。

環境生活部 道民生活課

総務管理諸費（各種表彰経費）   自立心豊かで行動力に富み他の模範となる青
少年を顕彰する(北海道青少年顕彰)｡また､長
年､青少年の健全育成等を実践し､顕著な功績
のある方を表彰する(北海道社会貢献賞)｡ 環境生活部 総務課

青少年指導員設置費   各地域において､青少年の健全育成に向けた
道民運動を推進するため､指導員を配置し､市町
村や関係団体との連絡調整や普及啓発活動を
行う｡

環境生活部 道民生活課

青少年健全育成促進費
（すこやか若人育成推進事業
費）

  青少年の意見や意識を的確に把握し､道の青
少年健全育成施策の推進に生かすとともに､青
少年に対し､青少年自身の努力や社会とのかか
わりを自覚しながら､次代の担い手として自立す
るよう促す｡

本掲参照(151) 再掲 環境生活部 道民生活課

「北海道教育の日」の普及啓発   全ての道民が教育に関する理解と関心を深
め､家庭･学校･地域がそれぞれの役割を担い､
道民全体で子どもたちを育んでいく契機とする｢
北海道教育の日｣(毎年11月1日)の普及啓発を
図る｡

教育庁　 教育政策課

少子化対策推進事業費
（北海道子ども未来づくり推進
費）

  総合的かつ計画的に少子化対策を推進する
ため、第三期｢北の大地☆子ども未来づくり北海
道計画｣の円滑な推進を図るための体制整備と､
将来家庭や子どもを持つことが身近なこととなる
大学生に対し、少子化問題への意識の醸成を
図るための講義を実施する。

本掲参照(３) 再掲 保健福祉部
子ども子育
て支援課

学校安全対策費   高校生の自主的な学校安全活動を促進し､交
通事故の防止､防犯･防災に対する意識の高揚
を図る｡また、通学路における交通安全確保など
の取組を推進する。

本掲参照(39) 再掲 教育庁
生徒指導・
学校安全
課
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令和元年度　北海道青少年健全育成基本計画推進状況

H30予算額 R1予算額
(一般財源） (一般財源）

61 526 526

(526) (526)

62 1,433 1,433

(1,433) (1,433)

63 1,092 756

(546) (379)

64 H30 ・北海道警察と連携し、少年の居場所づくり活動をはじめとした、各種非行防止活動への参加、協力を
行った。
　　○平成30年中の居場所づくり活動参加人員（少年補導員）～　420人

17,990 17,990

R1 ・北海道警察と連携し、少年の居場所づくり活動をはじめとした、各種非行防止活動を推進予定。

(8,996) (8,996)

65
0 0

(0) (0)

66 H30 ・安全･安心のﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄを通じ､｢安全･安心どさんこ運動｣への参加呼びかけや参加団体等を紹介
・運動参加団体､企業等にﾎﾟｽﾀｰ､ﾋﾟﾝﾊﾞｯﾁ､ｽﾃｯｶｰを配付

0 0

R1 ・安全･安心のﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄを通じ､｢安全･安心どさんこ運動｣への参加呼びかけや参加団体等を紹介
・運動参加団体､企業等にﾎﾟｽﾀｰ､ﾋﾟﾝﾊﾞｯﾁ､ｽﾃｯｶｰを配付

(0) (0)

基本方針： Ⅰ　青少年の豊かな人間性をはぐくむ環境づくり　　－　　施策の目標：３　地域ぐるみで青少年を育てる環境づくりの促進　

主な
取組

⑨
 

地
域
ぐ
る
み
の
青
少
年
育
成
活
動
の
促
進

番号 事        業       名 事      業      の      概      要 30年度実績(H30)、元年度実施予定(R1) 再掲 所 管 部 局 課 備　考

安全・安心まちづくり事業費   犯罪のない誰もが安心して暮らせる地域社会
を実現するため､住民の自主的防犯活動の活性
化を図る｡

本掲参照(301) 再掲 警察本部
生活安全
企画課

青少年団体活動促進費補助金   青少年の育成活動を推進するため､子ども会
連合会等が行う事業に対し助成する｡ 本掲参照(143) 再掲 教育庁 生涯学習課

少年補導員等活動促進費   少年補導員による街頭での補導､少年相談､非
行集団の解体及び有害環境の浄化活動を行う｡

警察本部 少年課

少年非行防止対策費   非行少年のたまり場の発見･解消活動などの
各種非行防止活動を推進するため､各種会議､
啓発活動を行う｡

本掲参照(247) 再掲 警察本部 少年課

あいさつからはじまる安全・安心
「安全・安心どさんこ運動」

  人や地域等の絆を強め、コミュニティの力を高
め､誰もが安全で安心して暮らせる地域社会を
築くための道民運動を推進するため､北海道犯
罪のない安全で安心な地域づくり条例に基づき
設置している､道､道警察､道教委､関係機関など
で構成する｢北海道犯罪のない安全で安心な地
域づくり推進会議｣が主体となって､｢あいさつ･み
まもり･たすけあい運動｣等を重点的に展開する｡

環境生活
部
　

警察本部

教育庁
学校教育

局

道民生活
課

生活安全
企画課

生徒指導・
学校安全
課

少年の居場所づくり
（ＪＵMＰプラン）

  少年の非行防止と立ち直り支援のため､関係
機関との連携により､ボランティア体験､料理教室
など少年の多種多様な活動が可能な｢居場所｣
を提供する活動を行う｡

本掲参照(265) 再掲 警察本部 少年課
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令和元年度　北海道青少年健全育成基本計画推進状況

H30予算額 R1予算額
(一般財源） (一般財源）

67 H30 ○草の根交流促進事業
 　 ・｢ふれあいﾌｧｰﾑ｣の登録
  　・農業･農村情報誌｢ｺﾝﾌｧ｣の発行
      　年2回発行     各20,000部
  　・ふれあいﾌｧｰﾑの取組への支援
○農業･農村ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ促進事業
  　・農業者と農業関係以外の団体への等が連携した取組への支援
○ｺﾝｾﾝｻｽづくり活動推進事業
  　・農業･農村ふれあいﾈｯﾄﾜｰｸの取組への支援

12,689 12,689

R1 ○草の根交流促進事業
 　 ・｢ふれあいﾌｧｰﾑ｣の登録
  　・農業･農村情報誌｢ｺﾝﾌｧ｣の発行
      　年2回発行     各20,000部
  　・ふれあいﾌｧｰﾑの取組への支援
○農業･農村ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ促進事業
  　・農業者と農業関係以外の団体等が連携した取組への支援
○ｺﾝｾﾝｻｽづくり活動推進事業
  　・農業･農村ふれあいﾈｯﾄﾜｰｸの取組への支援

(5,188) (5,188)

68 H30 ・石狩川水系旧琴似川（札幌市）：伐採、親水護岸設計
・美々川水系美々川（安平町）：モニタリング、湿地環境調査、自然再生検討 117,000 117,000

R1 ・石狩川水系旧琴似川（札幌市）：親水護岸一式
・美々川水系美々川（安平町）：モニタリング、湿地環境調査、自然再生検討 (0) (6,000)

69

70 H30 ・木育マイスター育成研修の開催（23名）
・初任段階教員への木育研修（6地域）
・中高生等への林業・木材産業等の現場体験・実習（7箇所）

9,353 7,398

R1 ・初任段階教員への木育研修
・中高生等への林業・木材産業等の現場体験・実習 (9,353) (7,398)

71 H30 ｢森林づくり活動｣に対する助成（10団体　植栽本数6，595本）
3,747 3,747

R1 「森林づくり活動」に対する助成
(3,747) (3,747)

主な
取組

⑩
　
自
然
体
験
等
多
様
な
体
験
機
会
の
提
供

基本方針： Ⅰ　青少年の豊かな人間性をはぐくむ環境づくり　　－　　施策の目標：３　地域ぐるみで青少年を育てる環境づくりの促進　　

番号 事        業       名 事      業      の      概      要 30年度実績(H30)、元年度実施予定(R1) 再掲 所 管 部 局 課

  ｢北海道川づくりビジョン｣に基づき、親しみやす
い川として、子どもたちが河川での体験学習や遊
び場として利用できるようアクセス施設や標識な
どを整備する｡

建設部
維持管理
防災課

地域と連携した森林づくり活動
参加促進事業費

多様な団体による協働の森林づくり活動の中心
となっている漁協女性部が、地域のイベント等と
連携して実施する植樹活動に対して支援する。

備　考

農業・農村コンセンサス形成総
合推進事業

  都市と農村の交流に意欲を持っている農業者
の農場を｢ふれあいファーム｣として登録するとと
もに､農業者等が行う道民の理解を深める取組
を支援する｡

農政部 農政課

生きている川づくり推進事業費

水産林務部 森林活用課

H30からネイ
パル主催事
業へ移行

木育推進事業費 多様な主体との連携等による木育の取組を実
施する・

水産林務部 森林活用課

青少年の体験活動推進事業費   青少年の社会参画に向けた推進体制整備と
地域づくりに貢献する青少年活動リーダーの養
成を図る｡

本掲参照(138) 再掲 教育庁　 生涯学習課

ネイパル指
定管理者に
委託

ネイパル指
定管理者に
委託
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令和元年度　北海道青少年健全育成基本計画推進状況

H30予算額 R1予算額
(一般財源） (一般財源）

72 H30 ・放課後児童対策事業（1,011箇所（計画数））
2,595,575 2,801,789

. R1 ・放課後児童対策事業（1,016箇所（計画数））
(2,595,575) (2,801,789)

73 H30 ・地域における子どもの居場所づくりを行う市町村に対する補助　8市町村

8,552 0

R1 事業廃止

(5,132) (0)

74 H30 ・放課後子供教室の開催(69市町村154教室)
・安全管理員等研修会の開催(11会場（4ブロック各会場2回実施、道内3会場)） 73,784 64,876

R1 ・放課後子供教室の開催(68市町村152教室)
・安全管理員等研修会の開催(10会場（4ブロック各会場2回実施、道内2会場)） (36,892) (32,438)

75
0 0

(0) (0)

76
1,007 895

(1,007) (895)

77
1,908 1,655

(1,908) (1,655)

主な
取組

学校・家庭・地域の連携協力推
進事業費補助金（放課後子供
教室）

  子どもたちが地域社会の中で､心豊かで健やか
に育まれるよう､安全･安心して過ごせる場として､
放課後や週末などに小学校の余裕教室などを
活用し､地域の方々の参画を得て､共に勉強･ス
ポーツ･文化活動､地域交流活動等を行う放課
後児童対策を推進する｡

教育庁　 義務教育課

基本方針： Ⅰ　青少年の豊かな人間性をはぐくむ環境づくり　　－　　施策の目標：３　地域ぐるみで青少年を育てる環境づくりの促進　

番号 事        業       名 事      業      の      概      要 30年度実績(H30)、元年度実施予定(R1) 再掲 所 管 部 局 課

子どもの居場所づくり推進事業 　様々な困難や課題を抱える子どもたちが、地
域とのつながりを持ち、安心して暮らすことができ
るよう、学習支援や食事の提供などを行う地域
の居場所づくりを進め、子どもの声を受けとめる
仕組みづくりを行う。

保健福祉部
子ども子育
て支援課

⑪
地
域
の
身
近
な
場
所
で
の
居
場
所
づ
く
り

少年の居場所づくり
（ＪＵＭＰプラン）

  少年の非行防止と立ち直り支援のため､関係
機関との連携により､ボランティア体験､料理教室
など少年の多種多様な活動が可能な｢居場所｣
を提供する活動を行う｡

本掲参照(265) 再掲 警察本部 少年課

教育庁　

　学校全体での計画的な学校図書館の活用を
図るため、学校図書館を活用した効果的な授業
づくりのための研修会を実施する。

本掲参照(45) 再掲

備　考

地域子ども・子育て支援事業
（放課後児童健全育成事業）

　　放課後や週末等に児童が安心して生活でき
る居場所を確保することにより、児童の健全な育
成を支援する。 保健福祉部

子ども子育
て支援課

H30事業廃止

生涯学習課

地域人材との連携による子ども
の読書活動推進事業費

　地域人材と連携して読書活動における取組を
充実させるとともに、学校図書館の環境を整備
し、子どもの読書活動の推進を図る。 再掲 教育庁 生涯学習課

学校図書館等活用促進事業

本掲参照(41)
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令和元年度　北海道青少年健全育成基本計画推進状況

H30予算額 R1予算額
(一般財源） (一般財源）

78

788 786

(788) (786)

79

2,476 1,917

(1,282) (982)

80 H30 ・家庭児童福祉に関する相談指導業務に従事する職員(家庭相談員)を配置
19,798 19,778

R1 ・家庭児童福祉に関する相談指導業務に従事する職員(家庭相談員)を配置
(19,798) (19,778)

81 410,261 444,022

(254,662) (266,535)

82 H30 ・病児保育事業　　33市町村
・延長保育事業(私立保育所のみ)　　44市町村 319,872 360,668

R1 ・病児保育事業　　3７市町村
・延長保育事業(私立保育所のみ)　　46市町村 (319,872) (360,668)

83 2,722 2,722

(2,722) (2,722)

84 H30 ○結婚に向けた情報提供
　　・次世代教育コーディネート事業（大学：２４か所程度）
　　・結婚サポートセンターの設置・運営（常設１か所）
○妊娠・出産に関する情報提供
　　・父親の家事・育児参加の促進に係る講座（４か所程度）
　　・妊婦の不安や悩みに対応する情報提供
○結婚、妊娠、出産、子育てをしやすい地域づくり
　　・企業等との協働による子育て世帯への支援

113,993 109,144

R1 ○結婚に向けた情報提供
　　・次世代教育コーディネート事業（大学：２４か所程度）
　　・結婚サポートセンターの設置・運営（常設１か所）
○妊娠・出産に関する情報提供
　　・父親の家事・育児参加の促進に係る講座（４か所程度）
　　・妊婦の不安や悩みに対応する情報提供
○結婚、妊娠、出産、子育てをしやすい地域づくり
　　・企業等との協働による子育て世帯への支援
　　・子育て支援パスポート広報強化（サイト構築）

(11,997) (11,228)

85 113,706 114,625

(57,390) (58,634)

主な
取組

再掲

  家庭教育に関する不安や悩みを抱く親などに
対し､臨床心理士による専門性の高い面接相談
を実施する｡

本掲参照(17) 再掲 教育庁　

基本方針： Ⅰ　青少年の豊かな人間性をはぐくむ環境づくり　　－　　施策の目標：３　地域ぐるみで青少年を育てる環境づくりの促進　

番号 事        業       名 事      業      の      概      要 30年度実績(H30)、元年度実施予定(R1) 再掲 所 管 部 局 課

家庭児童相談室設置運営事業
費

  各総合振興局(振興局)に家庭相談員を配置
し､家庭における児童の諸問題についての相談を
受け付ける｡ 保健福祉部

子ども子育
て支援課

生涯学習課

母子保健対策事業費（女性と
子どもの健康支援対策事業費）
女性の健康サポートセンター事
業費

  学校や市町村など思春期の青少年との関わり
を持つ地域関係者の連携を図り､相談体制の強
化と思春期の子どもの自己決定能力の育成を
図る健康教育を推進する｡また、疾病により長期
にわたり療養を必要とする児童に対して相談･指
導を行う。

本掲参照(14) 再掲 保健福祉部
子ども子育
て支援課

備　考

少子化対策推進事業費
（北海道子ども未来づくり推進
費）

  総合的かつ計画的に少子化対策を推進する
ため、第三期｢北の大地☆子ども未来づくり北海
道計画｣の円滑な推進を図るための体制整備と､
将来家庭や子どもを持つことが身近なこととなる
大学生に対し、少子化問題への意識の醸成を
図るための講義を実施する。

本掲参照(３) 再掲 保健福祉部
子ども子育
て支援課

地域子ども・子育て支援事業
（病児保育事業）
（延長保育事業）

  病児保育や延長保育を実施することで、安心
して子育てができる環境を整備する｡

児童相談所及び一時保護所費   道立児童相談所及び一時保護所の維持運営
費 本掲参照(296) 再掲 保健福祉部

子ども子育
て支援課

保健福祉部
子ども子育
て支援課

児童虐待防止対策等推進事業
費

  児童虐待の未然防止､早期発見､早期対応､
適切な保護･治療及び児童相談体制の強化を
図る｡

本掲参照(295) 保健福祉部
子ども子育
て支援課

⑫
 

子
育
て
支
援
の
推
進

少子化対策推進事業費
（地域少子化対策強化事業費）

　本道の厳しい少子化問題に対応するため、結
婚に向けた情報提供や妊娠・出産に関する情報
提供、結婚・妊娠・出産・子育てをしやすい地域
づくりに向けた環境整備を行い、各ライフステー
ジに応じた切れ目ない支援を行う。

保健福祉部
子ども子育
て支援課

家庭教育相談事業費
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令和元年度　北海道青少年健全育成基本計画推進状況

H30予算額 R1予算額
(一般財源） (一般財源）

86 H30 ・第二次医療圏(21圏域)における小児救急医療体制の確保
   　小児救急医療支援事業(病院群輪番制)-21圏域
・小児救急医療地域研修事業８回
・重症・重篤な小児救急患者の医療の確保
　　小児科医が24時間体制で対応可能な救命救急センター3か所

164,293 164,293

R1 ・第二次医療圏(21圏域)における小児救急医療体制の確保
   　小児救急医療支援事業(病院群輪番制)-21圏域予定
・小児救急医療地域研修事業８回予定
・重症・重篤な小児救急患者の医療の確保
　　小児科医が24時間体制で対応可能な救命救急センター４ヵ所予定

(0) (0)

87 H30 ･相談日  毎日
･相談時間   19:00～翌午前8時
･相談ｾﾝﾀｰ  北海道医師会館内に設置
　　　　　　　　（午後11時～翌午前8時は民間事業コールセンター）

26,614 26,614

R1 ･相談日  毎日
･相談時間   19:00～翌午前8時
･相談ｾﾝﾀｰ  北海道医師会館内に設置
　　　　　　　　（午後11時～翌午前8時は民間事業コールセンター）

(0) (0)

88 H30 179市町村で実施
3,236,444 3,297,165

R1 179市町村で実施
(3,236,444) (3,297,165)

89

2,476 1,917

(1,282) (982)

90 H30 ・周産期母子医療ｾﾝﾀｰ運営費補助金  補助対象 24施設
・周産期医療従事者研修事業   3会場で実施 501,484 548,347

R1 ・周産期母子医療ｾﾝﾀｰ運営費補助金  補助対象 25施設予定
・周産期医療従事者研修事業   5会場で実施予定 (15,400) (15,400)

⑬
 

地
域
に
お
け
る
保
健
医
療
の
充
実

乳幼児等医療給付事業費補助
金

  乳幼児等の医療費の自己負担分をその保護
者に助成することにより､家庭負担の軽減を図る
とともに､疾病の早期発見と治療を促進し､乳幼
児等の健全な育成を図る｡

保健福祉部
子ども子育
て支援課

基本方針： Ⅰ　青少年の豊かな人間性をはぐくむ環境づくり　　－　　施策の目標：３　地域ぐるみで青少年を育てる環境づくりの促進　　　

番号 事        業       名 事      業      の      概      要 30年度実績(H30)、元年度実施予定(R1) 再掲 所 管 部 局 課
主な
取組 備　考

小児救急医療対策費   休日夜間における入院治療を必要とする重症
救急患者の医療を確保するため､第二次医療圏
において輪番制により診療を行う病院の運営事
業への助成と､地域の医師等に対する小児救急
医療に関する研修事業等に係る実施経費｡

保健福祉部 地域医療課

小児救急電話相談事業費   子どもを持つ親が専門の医師や看護師から子
どもの症状に応じた適切なアドバイスを受ける｢小
児救急電話相談事業｣に要する経費｡

保健福祉部 地域医療課

周産期医療システム整備事業
費補助金

  地域において妊娠､出産から新生児期に至る
高度専門的な医療を効果的に提供する総合的
な周産期医療体制を整備し､安心して子どもを
生み育てることができる環境づくりの推進を図る
ための事業へ助成する｡

保健福祉部 地域医療課

母子保健対策事業費（女性と
子どもの健康支援対策事業費）
女性の健康サポートセンター事
業費

  学校や市町村など思春期の青少年との関わり
を持つ地域関係者の連携を図り､相談体制の強
化と思春期の子どもの自己決定能力の育成を
図る健康教育を推進する｡また、疾病により長期
にわたり療養を必要とする児童に対して相談･指
導を行う。

本掲参照(14) 再掲 保健福祉部
子ども子育
て支援課
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令和元年度　北海道青少年健全育成基本計画推進状況

H30予算額 R1予算額
(一般財源） (一般財源）

91
323,669 303,109

(323,669) (303,109)

92 H30 ・科学教室、ワークショップ・野外活動教室・科学の祭典の開催(３回程度)
・ｷﾞｻﾞ映画会の開催(4回程度)
・GWイベントの開催（５月）
・夏のｷﾞｻﾞ祭りの開催(8月)
・冬のｷﾞｻﾞ祭りの開催(1-3月)

78,767 79,763

R1 ・科学教室、ワークショップ・野外活動教室・科学の祭典の開催(４回程度)
・ｷﾞｻﾞ映画会の開催(４回程度)
・GWイベントの開催（５月）
・夏のｷﾞｻﾞ祭りの開催(８月)
・冬のｷﾞｻﾞ祭りの開催(１-３月)

(78,116) (79,112)

93 H30 ・歴史的建造物の補修等
4,969 2,215

R1 ・歴史的建造物の補修等
(4,969) (2,215)

94 H30 （博物館）
  ・調査研究事業
  ・資料収集（受入）事業　※資料は北海道博物館ＨＰで一般公開
  ・特別展「幕末維新を生きた旅の巨人　松浦武四郎」（６～８月）
  ・普及事業
（開拓の村）
  ・体験型学習事業（随時開催）先達の生活文化の再現・伝承事業の実施
　・開拓期に道内各地で行われた年中行事の再現・実施
　・開拓期等の生活の一端を体験する事業の実施
　・児童写生会（7月）
　・伝統文化の振興や伝承のための講習会等
（ふれあい交流館）
　・自然観察会開催（4-3月）
　・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・ﾚﾝｼﾞｬｰ育成研修会(9月）
　・工作ｺｰﾅｰ（4-3月）

372,083 348,638

R1 （博物館）
  ・調査研究事業
  ・資料収集（受入）事業　※資料は北海道博物館ＨＰで一般公開
  ・特別展「アイヌ語地名と北海道」（７～９月）
  ・普及事業
（開拓の村）
  ・体験型学習事業（随時開催）先達の生活文化の再現・伝承事業の実施
　・開拓期に道内各地で行われた年中行事の再現・実施
　・開拓期等の生活の一端を体験する事業の実施
　・児童写生会（7月）
　・伝統文化の振興や伝承のための講習会等
（ふれあい交流館）
　・自然観察会開催（4-3月）
　・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・ﾚﾝｼﾞｬｰ実践講習(適宜）
　・工作ｺｰﾅｰ（4-3月）

(359,035) (343,253)

主な
取組

⑭
 

地
域
の
文
化
や
習
わ
し
を
体
験
す
る
機
会
の
提
供

基本方針： Ⅰ　青少年の豊かな人間性をはぐくむ環境づくり　　－　　施策の目標：３　地域ぐるみで青少年を育てる環境づくりの促進　　

番号

アイヌ民族文化財団事業費補
助金

  アイヌ文化の振興や理解の促進などに関する
事業を行う(公財)アイヌ民族文化財団（旧：アイ
ヌ文化振興・研究推進機構）の事業に要する経
費に対し、助成する｡

本掲参照(25) 再掲 環境生活部 アイヌ政策課

事        業       名 事      業      の      概      要 30年度実績(H30)、元年度実施予定(R1) 再掲 所 管 部 局 課

文化振興事業費
（北海道博物館管理運営費）

  北海道博物館･北海道開拓の村･野幌森林公
園自然ふれあい交流館の維持運営に要する経
費｡

環境生活部 文化振興課

文化振興事業費
（開拓の村費・百年記念塔費）

  北海道の歴史を示す建造物などの補修に要
する経費｡ 環境生活部 文化振興課

文化振興事業費
（オホーツク流氷科学センター
費）

  流氷及び海洋並びにオホーツク圏の生活文化
を収集､展示､研究する道立オホーツク流氷科
学センターの管理運営に要する経費(指定管理
施設)。

環境生活部 文化振興課

備　考
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令和元年度　北海道青少年健全育成基本計画推進状況

H30予算額 R1予算額
(一般財源） (一般財源）

95 H30 ○地域文化創造事業
　　・まちの文化創造事業（共催）
　　　創造的な舞台発表等を地域文化団体等と共催
　　・アドバイザー派遣事業（共催）
　　　文化活動に関する専門的な知識等を有するアドバイザー等の派遣、舞台表現等に係るワーク
ショップを開催
○文化活動人材育成事業
　　・アートゼミ事業
　　　演劇や舞台等の公演等に関わる制作担当者などを対象とした少人数の実践的なワークショップ
を開催
　　・アート体感教室事業
　　　国内外で活躍するアーティストを派遣し、各地の子どもたちを対象としたワークショップや創作活
動を実施
　・北のアーティスト育成事業
　　　財団が公募を行い選定したアーティストを派遣し、コンサート等を開催
○文化情報発信事業
 　 ・文化関係資料の収集・公開
　　・映像ライブラリー「北の情熱」の制作
　　・情報誌「北のとびら」の発行：年３回
　　・舞台芸術情報提供事業：２事業
○芸術文化鑑賞事業
　　・アートシアター鑑賞事業
    　財団が選定した公演等を市町村や地域文化団体等と共催
○芸術文化交流事業
　 道内の団体の海外公演、海外の団体の道内公演等に対する助成等

100,683 99,002

R1 ○地域文化創造事業
　　・まちの文化創造事業（共催）
　　　創造的な舞台発表等を地域文化団体等と共催
　　・アドバイザー派遣事業（共催）
　　　文化活動に関する専門的な知識等を有するアドバイザー等の派遣、舞台表現等に係るワーク
ショップを開催
○文化活動人材育成事業
　　・アートゼミ事業
　　　演劇や舞台等の公演等に関わる制作担当者などを対象とした少人数の実践的なワークショップ
を開催
　　・アート体感教室事業
　　　国内外で活躍するアーティストを派遣し、各地の子どもたちを対象としたワークショップや創作活
動を実
　　　施
　・北のアーティスト育成事業
　　　財団が公募を行い選定したアーティストを派遣し、コンサート等を開催
○文化情報発信事業
 　 ・文化関係資料の収集・公開
　　・映像ライブラリー「北の情熱」の制作
　　・情報誌「北のとびら」の発行：年３回
　　・舞台芸術情報提供事業：２事業
○芸術文化鑑賞事業
　　・アートシアター鑑賞事業
    　財団が選定した公演等を市町村や地域文化団体等と共催
○芸術文化交流事業
　 道内の団体の海外公演、海外の団体の道内公演等に対する助成等

(35,683) (34,002)

基本方針： Ⅰ　青少年の豊かな人間性をはぐくむ環境づくり　　－　　施策の目標：３　地域ぐるみで青少年を育てる環境づくりの促進　　

⑭
 

地
域
の
文
化
や
習
わ
し
を
体
験
す
る
機
会
の
提
供

番号 事        業       名 事      業      の      概      要 30年度実績(H30)、元年度実施予定(R1) 再掲 所 管 部 局 課
主な
取組 備　考

北海道文化財団補助金   北海道文化振興指針に基づき､文化振興施策
を機動的かつ効果的に推進するため､北海道文
化財団の事業に助成し､個性豊かな地域文化の
創造と､全ての人が優れた文化を享受できる生
活文化圏の構築を図る｡

環境生活部 文化振興課
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令和元年度　北海道青少年健全育成基本計画推進状況

H30予算額 R1予算額
(一般財源） (一般財源）

96 36,428 35,073

(36,428) (35,073)

97
2,464 2,391

(2,464) (2,391)

98
1,062 1,047

(1,062) (1,047)

⑮
 

大
人
の
意
識
改
革

基本方針： Ⅰ　青少年の豊かな人間性をはぐくむ環境づくり　　－　　施策の目標：３　地域ぐるみで青少年を育てる環境づくりの促進　　　

番号 事        業       名 事      業      の      概      要 30年度実績(H30)、元年度実施予定(R1) 再掲 所 管 部 局 課
主な
取組 備　考

青少年健全育成促進費
（青少年育成推進事業費補助
金）

  (公財)北海道青少年育成協会が行う青少年
健全育成の道民運動を促進するための経費に
対し助成する｡

本掲参照(53) 再掲 環境生活部 道民生活課

青少年健全育成促進費
（非行防止特別対策事業）

  北海道青少年健全育成条例の遵守徹底と青
少年に有害な環境の浄化を図るため､行政と地
域住民との協働による有害環境浄化活動を推
進する。

本掲参照(54) 再掲 環境生活部 道民生活課

青少年健全育成促進費
（すこやか若人育成推進事業
費）

  青少年の意見や意識を的確に把握し､道の青
少年健全育成施策の推進に生かすとともに､青
少年に対し､青少年自身の努力や社会とのかか
わりを自覚しながら､次代の担い手として自立す
るよう促す｡

本掲参照(15１) 再掲 環境生活部 道民生活課
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